第８章　製造業
概況
　昭和51年のわが国の経済は、戦後最大の不況からゆるやかな回復を示したもののそのテンポは鈍いものであった。51年の上半期は輸出の急増に支えられ出荷は急速な回復を示し、それに伴い製品在庫も低下し、企業の操業度もわずかながら回復にむかった。しかし、下半期になると輸出の伸び悩みと低調な内需により生産、出荷が停滞し、それに伴い操業度の低下及び在庫調整局面を迎えるにいたり工業生産活動の中だるみ状態となった。このような経済情勢を反映し、労働市場の情勢がきびしく、雇用調整の動きが根強く続いている。
　このような経済情勢を背景とした本府の工場数は７万251工場で、前年より1.0パーセント（691工場）減となった。特に「30人から299人」の中規模層が2.9パーセント（132工場）減と減少率が大きく、減少傾向が続いている。
　業種別では、金属製品2.7パーセント（352工場）減、木材5.2パーセント（105工場）減、その他工業1.2パーセント（79工場）減が大きく、この３業種で減少実数の77.6パーセントを占めている。
　従業者数は、景気の大きな落ち込みに対応した生産や設備稼動率の大幅な低下、それに伴う雇用調整等の影響によって、97万7,263人と前年より2.1パーセント（2万1,032人）減と48年以降引き続き減少傾向をたどっている。業種別では20業種中14業種で減少となり、なかでも鉄鋼13.1パーセント（8,296人）減、繊維4.6パーセント（4,286人）減、金属製品3.2パーセント（4,143人）減が大きく、この３業種で減少実数の79.5パーセントを占めている。
　製造品出荷額は、再び13兆円台を回復し13兆7,360億円となり、前年に比し11,5パーセント（1兆4,185億円）の増加となった。部門別にみると、前年9.8パーセント（8,670億円）減と大きく落ち込んだ重化学工業部門が11.6パーセント（9,209億円）増と増勢に転じ、軽工業部門も11.4パーセント（4,976億円）増となったものの、業種間のアンバランスが目立っている。
　これを業種別にみると重化学工業部門では、民生用電気機器や電気音響機器、自動車などの耐久消費財の国内の堅調な需要と輸出の急増を反映し、電気機器が26.3パーセントと復調し、輸送機器が23,5パーセント増、非鉄金属も23.0パーセント増と大幅な伸びをみせた。一方、鉄鋼は5,5パーセント増にとどまり、一般機械は1.6パーセント増と全業種中最も低い伸び率となった。軽工業部門では、家具の25.4パーセント増、木材の21.9パーセント増、その他工業の17.4パーセント増が目立っている。
　出荷額に占める業種割合では、一般機械が11.1パーセントで前年に引き続き第１位を占め、ついで鉄鋼10.4パーセントと続き、前年５位の電気機器が10.2パーセントと３年ぶりに第３位に、以下、化学の10.1パーセント、金属製品の9.2パーセント、繊維の6.9パーセントの順となっている。
　地域別にみると、工場数は東大阪地域が0.4パーセント増と７年連続して増加しているが、大阪市地域は2.1パーセント減となり地域別割合で再び50パーセントを割った。従業者数は大阪市地域が3.7パーセント （1万6,346人）減と、府全体の減少実数の77.7パーセントを占めたのが目立っている。出荷額では、東大阪地域の15.6パーセント増が最も大きく、北大阪地域、南河内地域、泉州地域で府の平均伸び率を上回ったものの、大阪市地域は8.3パーセント増にとどまった。
工業生産活動の動向
　昭和51年の大阪府鉱工業生産指数は、年平均で115.2となり、50年の年平均指数104.8に比較すると10.4ポイント増、年率で9.9パーセント増となった。しかし年率でプラスとなったものの49年の水準まで回復しないまま一年を終わることとなった。
　これを四半期ごとの生産の推移でみると、１月から３月期に前期比2.8.パーセント、4月から6月期8.0パーセント増とかなりの回復をみせたが、７月から９月期2.6パーセント増、10月から12月期2,0パーセント増と横ばいとなり回復力の弱さを示した。
　さらに、年間の動きを対前年同期比でみると、１月から３月期は輸出をはじめとする需要増により10.2パーセント増、４月から６月期8.6パーセント増、７月から９月期11.0パーセント増、10月から12月期は輸出の低下と国内向け耐久消費財の落ち込みにより9.8パーセント増にとどまった。
　生産の動向を業種別にみると、昭和51年は、15業種中13業種で前年比がプラスとなったものの20パーセント以上の大幅上昇したのはわずか２業種にすぎず、年末にかけては横ばいとなり、停滞気配を強めることとなった。
　内訳をみると、鉄鋼業は、輸出のかげりと内需の伸び悩みによりわずか3.1パーセントの上昇となり、加工品を中心に順調に回復した非鉄金属工業は23.5パーセントの上昇となり、電気機械工業は、輸出の増加と内需の回復により33.6パーセントと大幅上昇した。
　一方、一般機械工業は、電卓、複写機を中心とする事務用機械の生産増の反面、他の製品の停滞色により4.1パーセントの低下となった。
　また、繊維工業は内需の低迷と輸出の伸び悩み月から5.1パーセントの上伸にとどまった。
